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証券コード　9424

平成20年６月６日

株主の皆様へ

東京都品川区南大井六丁目25番３号

日 本 通 信 株 式 会 社
代表取締役社長 三 田 聖 二

第12回定時株主総会招集ご通知

拝啓　時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。
　さて、当社第12回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表明の上、平成20年６月23日（月曜日）午後

６時までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成20年６月24日（火曜日）午前10時
２．場　　　所 東京都港区六本木五丁目11番16号

国際文化会館　地下１階　岩崎小彌太記念ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第12期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）事
業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第12期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役３名選任の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 ストックオプションによる取締役報酬の承認の件
第４号議案 ストックオプションによる監査役報酬の承認の件

以　上


◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

◎当社では、定款第14条の定めにより、代理人により議決権を行使される場合は、議決権を
有する株主の方に委任する場合に限られます。その場合、代理権を証する書面のご提出
が必要となりますのでご了承ください。なお、代理人は１名とさせていただきます。

◎なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株
主総会前日までに修正をすべき事情が生じた場合は、当社ホームページ（http://www.j-
com.co.jp）において、その旨掲載することで、皆様へのご通知に替えさせていただきま
すので、あらかじめご了承ください。
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添付書類

事　 業　 報　 告

（平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当社及び子会社（以下、「当社グループ」という）は2001年、株式会社

ウィルコムのＰＨＳネットワークとの接続契約により、世界で初めてデー

タ通信ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator＝仮想移動体通信事業

者）事業を開始し、短期間での事業拡大の実績を基に、2004年３月期を基

準年度として2005年４月に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場しました。

上場時点においては、ＰＨＳに加え、３Ｇ（第３世代携帯電話）ネットワー

クによるデータ通信ＭＶＮＯ事業を、2006年３月期中には開始する計画で

したが、諸般の事情により実現できませんでした。結果として、顧客ニー

ズが広がる３Ｇでのサービスが提供できず、2006年３月期は売上成長率及

び利益成長率ともに想定を下回り、2007年３月期及び2008年３月期は大幅

な損失を計上しました。

　一方、上場からの３年間、３ＧでのＭＶＮＯ実現のため、各携帯電話事

業者との交渉に注力し、その一環として、株式会社エヌ・ティ・ティ・ド

コモ（以下、「ドコモ」という）との相互接続について、難航する交渉の

局面を打開すべく、やむを得ず総務大臣の裁定を仰ぐこととし（2007年７

月９日）、2007年11月30日に総務大臣の裁定が下りました。これにより、

当社が要望する形でのドコモとの接続が認められ、2008年２月14日、ドコ

モと基本合意の締結を経て、2008年４月１日には、ドコモと開発契約等を

締結し、ドコモの３Ｇネットワークとの相互接続の準備を着実に進めてい

ます。

　当社が生み出したＭＶＮＯ事業モデルは、この１年程で少なくとも業界

関係者の中での認知が広がり、また、テレビや一般紙でも取り上げられる

レベルまで浸透が始まっています。それとともに、ＭＶＮＯ事業を開始し

た企業が増加しており、この事業モデルを生み出した当社としては、ＭＶ
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ＮＯ市場の拡大に直結するものとして、嬉しく思います。株式会社野村総

合研究所の試算では、ＭＶＮＯ市場は、2015年に日本国内だけで２兆円を

超える可能性があるとされています。

　ＭＶＮＯ事業を行う上での必須条件として、携帯電話事業者からのネッ

トワークの調達がありますが、これには、相互接続方式と卸契約方式との

２種類があります。当社は、他社との差別化を技術的に創るため、同時に

ネットワークの調達コストを低く抑えるために相互接続方式を進めており、

現在準備を着々と進めているドコモの３Ｇネットワークも、相互接続方式

で調達します。現在、ＭＶＮＯ事業を開始した企業が増加してきています

が、他社は卸契約方式でネットワークを調達しており、これらに比べた場

合、当社は、相互接続により、技術的な差別化、そして調達コストの低廉

化を実現できます。背景としてご説明させていただくと、ドコモ及びＫＤ

ＤＩ株式会社（以下、「ＫＤＤＩ」という）との相互接続は、電気通信事

業法により、原価に適正利潤を加えた額を超えないこととなっています。

なお、2001年頃より急速に普及したＡＤＳＬは、ＮＴＴ東西が持つ電話線

を、ＡＤＳＬ事業者が相互接続方式で調達することで、原価に適正利潤を

加えた額を超えない接続料金での調達となったため、安定した収益を得な

がら急成長したものです。固定網と無線網とでは、事業規模や将来の発展

性が大きく異なるので、ＡＤＳＬ事業との比較は決して適している訳では

ありませんが、相互接続方式でのネットワーク調達の重要性については、

参考になるものと考えています。

　以上のように当社は、上場以来の３年間、特にこの１年間の成果として、

世界で最も優れているドコモの３Ｇネットワークを、技術的な差別化及び

調達コストの低廉化を可能とする相互接続方式で調達し、現在、接続準備

を着実に進めています。

　米国でのデータ通信ＭＶＮＯ事業の立ち上げについては、2005年11月に

携帯電話事業者ベライゾンと卸契約を締結しましたが、当社が要望する形

で接続することができず、携帯電話事業者ＵＳセルラーとの相互接続契約

を2007年４月に締結することで、状況を打開しました。2007年９月には相

互接続が完了し、12月よりサービスを開始しました。米国では、いわゆる

Ｍ２Ｍ（Machine to Machine）通信に集中した営業展開を行っており、販

売面及び端末面におけるパートナーシップを推進しています。米国事業は、

ようやくサービスを開始した段階であり、ネットワーク費用及び営業経費
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等の先行投資的支出により赤字となっていますが、できるだけ早期の黒字

化に向けて鋭意営業努力を続けていきます。

　当連結会計年度の売上高は、前期比14.4％（577百万円）減の3,419百万

円となりました。これは、テレコムサービスを戦略的に縮小していること

による324百万円の売上減少に加え、当社グループの主力サービスである

データ通信サービスでも前期比252百万円の売上減少となったことによりま

す。

　当連結会計年度においてデータ通信サービスが減収となった原因は、短

期的には、①“b-mobile”のブランドでＰＣ量販店等で販売している個人

向けＰＨＳ製品が、平成19年５月に本人確認の問題から主要販売店が販売

を一時停止したことにより他社製品に流れた需要を挽回するに至らなかっ

たこと、②法人向けサービスでは、パートナーによる営業活動が寄与した

ものの、売上は微増にとどまったこと、及び③米国での売上計上が計画対

比で遅れたことによります。しかしながら、より長期的には、ＰＨＳネッ

トワークのみによるＭＶＮＯ事業の制約によるものと考えています。当社

では、データ通信サービスに参入した平成13年から６年半にわたってＰＨ

ＳネットワークによるＭＶＮＯ事業を提供しておりますが、ＰＨＳネット

ワークのみで３Ｇネットワークを志向する顧客ニーズを繋ぎ止めることは

困難であり、３ＧネットワークによるＭＶＮＯ事業の提供を喫緊の課題と

してこの３年間、携帯電話事業者との交渉に注力してきました。今後はＰ

ＨＳネットワーク、３Ｇネットワークなどそれぞれの利点を活用したサー

ビスを提供していきたいと考えています。

　当社グループの売上原価は固定費的な性格が強いことから売上減少によ

る影響が大きく、売上総利益は前期比374百万円減の943百万円にとどまり

ました。

　販売費及び一般管理費は、前期比106百万円減の1,832百万円となりまし

た。これは、当社グループでは、平成18年10月に日本で、平成19年10月に

米国で、それぞれ人員削減を含む大幅な事業の見直しを行っていますが、

一方、将来のために一定の先行投資的支出は必要であるとの考えから、３

ＧネットワークによるＭＶＮＯ事業のための技術面・営業面での基盤整備、

米国子会社によるＭＶＮＯ事業の本格的な立ち上げに伴う営業経費等によ

るコストが増加しており、小幅な減少にとどまったものです。
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　以上により、営業損失は前期比267百万円増の888百万円となりました。

また、営業外費用として円高進行に伴う146百万円の為替差損を計上したこ

と等により、経常損失は前期比464百万円増の1,063百万円となりました。

　さらに、今後の３ＧネットワークによるＭＶＮＯ事業展開に向けた経営

資源の見直しに伴う特別損失として909百万円を計上することにより、当期

純損失は前期比674百万円増の1,946百万円となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度に投資活動に使用した資金は554百万円で、ＵＳＢタイプ

の新型端末開発、ネットワーク機器の更新・増強、データ通信に利用する

ソフトウェアの開発にともなうものです。

③　資金調達の状況

　イ．本邦及び米国における事業に係る設備資金並びに米国における事業の

立ち上げに係る運転資金として、平成19年12月21日付で第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債（第三者割当）（総額400百万円）を発行しま

した。

　ロ．ドコモとの相互接続によって拡大する事業機会をタイムリーかつ機動

的に捉えるための準備として、平成19年12月21日、第三者割当の方法に

より、メリルリンチ日本証券株式会社を引受人として1,000個（目的とな

る株式の種類及び数　普通株式40,000株）の新株予約権を発行しました

（平成20年３月31日現在、行使はありません）。

　ハ．ストックオプションとしての新株予約権の行使に伴い12百万円が増加

しました。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。
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